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３．４ 動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 動的破壊シミュレーションによる連動性評価 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 主任研究員 加瀬 祐子 

 

(c) 業務の目的 

地震時変位量や断層形状、速度構造等を考慮した動的破壊シミュレーションを実施し、そ

れぞれの活動時の地震後経過時間に応じた震源モデルを推定する。その結果をもとに連動可

能性とその条件を検討する。 
 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 29 年度： 

断層帯で近年生じた地震の震源過程に関する既存資料の収集整理をおこなった。主

に 2014 年長野県北部の地震の震源モデルについての研究をまとめ、周辺断層との連

動性を検討する上で必要な情報を整理した。 

2) 平成 30 年度： 

既存資料および前年度の調査結果を基に、動力学的破壊シミュレーションのための

コード整備をおこなった。 

3) 令和元年度： 

既存資料および本課題で得られた成果を反映した動力学的震源モデルを構築し、

動力学的破壊シミュレーションをおこなった。地震時変位量や活動履歴、テクトニッ

ク応力場を考慮してセグメントの応力降下量を変化させ、連動可能性とその条件を

検討した。 

  

(2) 令和元年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

動的破壊シミュレーションを基に、連動可能性とその条件を議論するためには、断層帯

の置かれた条件を反映した動力学的震源モデルを構築する必要がある。今年度は、糸魚川

－静岡構造線断層帯中北部区間と中南部区間を対象として、震源モデルを構築し、連動可

能性について調べた。その結果、中北部区間北端もしくは南端から破壊が始まる場合には、

連動可能であるが、１イベントあたりの変位量の調査結果と調和的なすべり量を得るため

には、相当大きな応力降下量を設定する必要があることがわかった。これは、中北部区間

と中南部区間だけではなく、北部区間や南部区間を含めたより広い範囲での連動による変

位量である可能性があることを示している。 
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(b) 業務の成果 

本業務では、主に、地形・地質学的データに基づいて断層形状と応力場を想定し、その

条件下で物理的に起こりうる破壊過程を数値計算で求めるという手順で、動力学的震源モ

デルを構築する。これにより、対象とする断層の置かれた条件を反映し、実現性の高い地

震シナリオを求める。本業務は、糸魚川－静岡構造線断層帯北部〜中南部区間を対象とし

ているが、ここでは、連動可能性を検討する対象として、糸魚川－静岡構造線断層帯中北

部区間と中南部区間をモデル化する。 

断層モデル（図１）は、３．１で推定された断層形状を基に、中北部区間は走向 N20°W

で長さ 34km、中南部区間には屈曲があり、北側は走向 N20°W で長さ５km、南側は走向 N39°

W で長さ 21km とし、中北部区間と中南部区間の境界は、走向方向に 2.6km、法線方向に

5.2km のジョグを形成しているとする。中北部、中南部共に、幅は 15km で、傾斜角は鉛直

とする。 

最大主圧縮応力（σ1）の向きは、３．３、および、応力テンソルインバージョン結果（文

部科学省研究開発局・他，2010）より N60°W、大きさは、３．３より 

σ1 = 30.0 z [MPa]（z [km]は深さ） 

とした。文部科学省研究開発局・他（2010）より、この地域では横ずれ応力場となってい

ることから、中間主応力（σ2）は鉛直でかぶり圧に等しいとし、Takeda et al.（2004）

に基づき、表１で示す半無限均質構造を仮定すると、 

σ2 = 26.95 z [MPa] 

となった。また、最小主圧縮応力（σ3）は、応力比(σ2 – σ3) / (σ1 – σ3)が走向 N20°

W の領域では 0.39、走向 N39°W の領域では 0.55 であること（文部科学省研究開発局・他，

2010）から、走向 N20°W の領域では 

σ3 = 25.0 z [MPa] 

走向 N39°W の領域では 

σ3 = 23.22 z [MPa] 

となった。 

破壊開始領域を仮定し，破壊の始まる領域の応力降下量を 

Δτ = a z [MPa] 

として、１回の活動によるすべり量を概ね再現できるような比例係数 a を試行錯誤的に求

める。 

１回の活動によるすべり量について、地震調査研究推進本部（2015）では、中北部区間

で６〜９ｍ程度の左横ずれ、中南部区間で６ｍ程度以上の左横ずれとしている。中北部区

間では、松本盆地東縁断層の豊科高家地点で最新の活動に伴って 7.1±3.6ｍの左横ずれ

（近藤・他，2019）、島内地点で最新の活動に伴って 6.2〜6.9ｍの左横ずれ（近藤・他，

2006）、牛伏寺断層の並柳地点で最新の活動に伴って 7.5±1.5ｍの左横ずれ（奥村・他，

1994）が認められている。また、中南部区間では、釜無山断層群の金沢下地点で最新の活

動に伴って 2.8〜5.2ｍの左横ずれ（三浦・他，2001）が認められている。これらの値を満

たすようなパラメータを探索することになる。 

破壊の始まる領域の応力降下量の比例係数 a を仮定し、静水圧条件が成り立つとすると、
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動摩擦係数（μd）を決めることができる。更に、破壊の始まる区間での強度と応力降下量

の比（Ｓ値；Andrews, 1976；Das and Aki, 1977）を 1.6 と仮定すると、静摩擦係数（μ

s）が決まる。このときの摩擦係数は、破壊の始まる領域の走向によって異なるが、動摩擦

係数で概ね 0.06〜0.17 程度である。 

破壊の始まる領域の走向、および、応力降下量の比例係数 a を変えて摩擦係数を求め、

それぞれの領域にはたらく剪断応力、動摩擦応力、静摩擦応力を、それぞれの走向につい

て求めたものを図２に示す。走向 N20°W の領域から破壊が始まる場合の走向 N39°W の領

域のＳ値は 1.6 より小さく（図２a）、走向 N39°W の領域から破壊が始まる場合の走向 N20°

W の領域のＳ値は 1.6 より大きい（図２b）。したがって，いずれの領域から破壊が始まる

としても、走向 N20°W の領域よりも走向 N39°W の領域のほうが相対的に破壊しやすい応

力場にあることがわかる。 

断層面の境界条件には、Coulomb の破壊基準とすべり弱化の摩擦構成則（Ida, 1972；

Andrews, 1976）を仮定し、弾性体の運動方程式を数値的に解くことによって、断層面上の

破壊伝播過程を求めた。臨界すべり量（Dc）は、全セグメント共通で 0.50ｍとした。 

数値計算には、差分法（Kase and Kuge, 2001）を用いた。空間グリッド間隔は、断層面

内方向に 200ｍ、断層面外方向に 200ｍ、時間刻みは、0.02 秒とした。 

上記の条件で、破壊開始領域および応力降下量の比例係数 a を変えて数値計算をおこ

ない、実際の１回の活動によるすべり量と調和的になる a を探索した。 

中北部区間北端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.7z [MPa]以上で、中北部区間全

体に破壊が広がるようになる（図３a）。このとき、地表のすべり量は最大でも３ｍ以下で、

中北部区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。応力降下量

が 1.1z [MPa]になると、中北部区間と中南部区間が連動するようになり、中南部区間の金

沢下地点での１回の活動によるすべり量を満たす（図３b）。応力降下量が 1.4z [MPa]にな

ると、中北部区間の豊科高家地点でも１回の活動によるすべり量を満たすようになり（図

３c）、応力降下量が 1.8z [MPa]になると、更に、中北部区間の並柳地点でも１回の活動に

よるすべり量を満たすようになる（図３d）。しかし、応力降下量が 2.0z [MPa]になると、

中北部区間の破壊がＳ波速度以上で伝播するようになり、中南部区間が連動しなくなる（図

３e）。したがって、４地点すべてで１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。

しかし，このとき、中北部区間の島内地点の１回の活動によるすべり量を満たしており、

破壊する中北部区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たすことは可能である。

ただし，この場合の平均の応力降下量は 15.0 [MPa]、M0 1.2×1020 [Nm]、Mw7.3 となり、

長さ 34km の断層面積に比して地震モーメントが大きすぎることに注意が必要である。 

中北部区間南端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.7z [MPa]以上で、中北部区間全

体に破壊が広がるようになる（図４a）。中北部北端から破壊が始まる場合と同様、中北部

区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。応力降下量が 1.3z 

[MPa]になると、中北部区間と中南部区間が連動するようになり、中北部区間の豊科高家地

点と中南部区間の金沢下地点での１回の活動によるすべり量を満たす（図４b）。応力降下

量が 1.7z [MPa]以上になると、中北部区間の破壊がＳ波速度以上で伝播するようになり、

中南部区間が連動しなくなる（図４c）。応力降下量が 1.8z [MPa]になると、中北部区間の

並柳地点でも１回の活動によるすべり量を満たすようになる（図４d）。更に、応力降下量
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が 2.0z [MPa]になると、中北部区間の島内地点の１回の活動によるすべり量を満たすよう

になり（図４e）、破壊する中北部区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たす。 

中北部区間南端から破壊が始まる場合の方が、北端から破壊が始まる場合よりも連動し

にくいのは、破壊がある程度以上の距離を伝播してくることによって、別の断層に乗り移

りやすくなるディレクティビティ効果が現れていると解釈できる。 

中南部区間北端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.4z [MPa]以上で、中南部区間全

体に破壊が広がるようになる（図５a）。このとき、中南部区間の破壊は、Ｓ波速度以上で

伝播する。これは、中南部区間の北側は走向 N20°W で、南側は走向 N39°W であり、南側

は相対的に破壊しやすいためである。地表のすべり量は最大でも 2.5ｍ以下で、中南部区

間の１地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。応力降下量が 1.0z 

[MPa]になると、中南部区間の金沢下地点での１回の活動によるすべり量を満たす（図５b）。

応力降下量が 2.0z [MPa]までの範囲では、中北部区間が連動することはない（図５c）。 

中南部区間北端から破壊が始まる場合は、中南部区間の形状から、中南部区間南側の応

力降下量が相対的に大きく、すべり量が大きくなりやすいため、中北部区間に与える応力

変化も大きくなるものの、中北部区間は相対的に破壊しにくい応力状態にあるため、連動

できないと考えられる。 

中南部区間南端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.7z [MPa]以上で、中南部区間の

走向 N39°W の領域全体に破壊が広がるようになる（図６a）。中南部区間北端から破壊が始

まる場合と同様、中南部区間の１地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはでき

ない。応力降下量が 1.1z [MPa]になると、中南部区間全体に破壊が広がるようになるが、

中南部区間の１地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない（図６b）。応

力降下量が 1.4z [MPa]になると、中南部区間の金沢下地点での１回の活動によるすべり量

を満たすようになる（図６c）。応力降下量が 1.6z [MPa]以上になると、中南部区間の破壊

がＳ波速度以上で伝播するようになる（図６d）。応力降下量が2.0z [MPa]までの範囲では、

中北部区間が連動することはない（図６e）。 

中南部区間南端から破壊が始まる場合、中北部区間北端から破壊が始まる場合と同様に

ディレクティビティ効果が期待できるにもかかわらず、中北部区間は連動しない。中南部

区間南端から始まった破壊は、中南部区間北側の走向 N20°W の領域に到達すると応力降

下量が小さくなり、すべり量が小さめになる。更に、中北区間部の走向は N20°W であるた

め、中南部区間よりも破壊しにくい応力状態にあるため、連動できないと考えられる。 
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表１ 本研究で用いた速度構造モデル。 

上端の深さ [m] P 波速度 

[m/s] 

S 波速度 [m/s] 密度 [kg/m3] 

0 5900 3400 2670 

 

 

図１ 本研究で用いた断層モデル。基図は、電子国土 web で作成。 

 

 

図２ 初期剪断応力（実線）、初期静摩擦応力（破線）、初期動摩擦応力（点線）の動

摩擦係数（μd）の値に対する変化。応力降下量の比例係数 a の値が 0.5〜2.0 の範囲で

の結果を示す。黒細線は走向 N20°W の領域、赤太線は走向 N39°W の領域にはたらく応

力。(a) 走向 N20°W の領域から破壊が始まる場合。(b) 走向 N39°W の領域から破壊が

始まる場合。 
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(a)  (b)  

(c)  (d)  

(e)  

図３ 中北部北端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。それぞれ、下段が断層面上

の破壊時刻、中段が断層面上のすべり量、上段の赤線が地表でのすべりの分布、緑線

が実際の１回の活動によるすべり量の範囲を示す。(a)応力降下量の比例係数が 0.7 の

場合。(b)応力降下量の比例係数が 1.1 の場合。(c)応力降下量の比例係数が 1.4 の場

合。(d)応力降下量の比例係数が 1.8 の場合。(e)応力降下量の比例係数が 2.0 の場

合。 
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(a)  (b)  

(c)  (d)  

(e)  

図４ 中北部南端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。図の詳細は、図３と同じ。

(a)応力降下量の比例係数が 0.7 の場合。(b)応力降下量の比例係数が 1.3 の場合。(c)

応力降下量の比例係数が 1.7 の場合。(d)応力降下量の比例係数が 1.8 の場合。(e)応

力降下量の比例係数が 2.0 の場合。 
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(a)  (b)  

(c)  

図５ 中南部北端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。図の詳細は、図３と同じ。

(a)応力降下量の比例係数が 0.4 の場合。(b) 応力降下量の比例係数が 1.0 の場合。

(c) 応力降下量の比例係数が 2.0 の場合。 
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(a)  (b)  

(c)  (d)  

(e)  

図６ 中南部南端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。図の詳細は、図３と同じ。

(a)応力降下量の比例係数が 0.7 の場合。(b) 応力降下量の比例係数が 1.1 の場合。

(c)応力降下量の比例係数が 1.4 の場合。(d)応力降下量の比例係数が 1.6 の場合。(e)

応力降下量の比例係数が 2.0 の場合。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

糸魚川－静岡構造線断層帯北部〜中南部区間のうち、中北部区間と中南部区間を対象と

して、震源モデルを構築し、連動可能性を検討した。 

中北部区間北端、もしくは、南端から破壊が始まる場合には、中北部区間と中南部区間が

連動する可能性がある。しかし、連動する場合でも、１回の活動によるすべり量を観測量の

ある４地点すべてで満たすためには、相当大きな応力降下量を設定する必要があり、断層面

積に比して、地震モーメントが大きくなりすぎる。そのため、得られている観測量は、より

広い範囲での、すなわち、北部区間や南部区間も含めた連動によるすべり量であることを検

討する必要がある可能性がある。 

 

謝辞：図はGeneric Mapping Tool version 5.4.4（Wessel et al.，2013）で作成しまし

た。 
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(3) 平成 29～令和元年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

動的破壊シミュレーションを基に、連動可能性とその条件を議論するためには、断層帯

の置かれた条件を反映した動力学的震源モデルを構築する必要がある。初めに、糸魚川－

静岡構造線断層帯で近年生じた地震として、2014 年長野県北部の地震を対象に、震源モデ

ルについての情報を収集し、本業務の動的破壊シミュレーションのプロトタイプとして、

この地震の動力学的震源モデルを構築し、周辺断層との相互作用を検討した。発震機構解

と CMT 解、および、余震分布を基に、南北２枚のセグメントと破壊開始点となる鉛直なセ

グメントの３面からなる単純な断層モデルを仮定し、強震波形インバージョン結果と概ね

調和する破壊伝播過程を再現できた。また、過去の活動履歴を考慮して南側セグメントの

応力降下量を小さくすることで、観察された地表での最大上下変位量を説明することもで

きることから、各断層面の活動履歴を考慮してモデルを設定することにより、より起こり

うる破壊過程を再現できる可能性を示した。 

続いて、各点の走向、傾斜角が滑らかに変化する断層面上での動力学的破壊過程を差分

法で計算するため、一般座標系を直交座標系に mapping する手法を用いて、シミュレーシ

ョンに用いるコードを改良した。また、均質半無限弾性体にある鉛直横ずれ断層、および、

傾斜角 60°の正断層に、深さに依存する初期応力場がはたらく場合の破壊過程について、

本事業で開発したコードでの計算結果が検証済のコードによる計算結果とよく一致してい

ることを確認した。 

最後に、糸魚川－静岡構造線断層帯中北部区間と中南部区間を対象として、震源モデル

を構築し、連動可能性について調べた。その結果、中北部区間北端もしくは南端から破壊

が始まる場合には、連動可能であるが、１イベントあたりの変位量の調査結果と調和的な

すべり量を得るためには、相当大きな応力降下量を設定する必要があることがわかった。

これは、中北部区間と中南部区間だけではなく、北部区間や南部区間を含めたより広い範

囲での連動による変位量である可能性があることを示している。 

 

 

(b) 業務の成果 

1) 2014 年長野県北部の地震の動力学的震源モデル 

糸魚川－静岡構造線断層帯で近年生じた地震として、2014 年長野県北部の地震の動力学

的震源モデルを構築し、周辺断層との相互作用を検討した。この地震については、Ando et 

al.(2017)が、Panayotopoulos et al.（2016）の断層形状に基づく複雑な断層モデルを用

いて、動力学的破壊過程を検討している。それに対し、本業務の目的は、地震発生前の、

あらかじめ詳細な断層形状がわからない活断層帯における連動型地震の発生可能性と連動

条件を明らかにすることであるから、できるだけ単純な断層モデルを用いて、破壊過程を

説明できる動力学的震源モデルを構築することを試みた。 

本業務では、主に、地形・地質学的データに基づいて断層形状と応力場を想定し、その

条件下で物理的に起こりうる破壊過程を数値計算で求めるという手順で、動力学的震源モ

デルを構築する。これにより、対象とする断層の置かれた条件を反映し、実現性の高い地
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震シナリオを求める。糸魚川－静岡構造線断層帯北部〜中南部区間を対象とした動的破壊

シミュレーションに先立ち、既に地震が発生し、地震学・測地学的データも用いることの

できる 2014 年長野県北部の地震の動力学的震源モデルを構築し、周辺断層との相互作用

を考慮したシミュレーションを試みた。 

断層モデル（図７(a)）は、発震機構解（気象庁，2014）、CMT 解（防災科学技術研究所，

2014）、および、余震分布（今西・内出，2015）を基に決定した。この地震では、発震機構

解と CMT 解が異なる。余震分布（図７(b)）から、主として、南北２枚の断層面が破壊した

と考えられ、その走向、傾斜角は、CMT 解の高角東傾斜の面と調和的である。そこで、主た

る断層面として、走向 N20°E で、長さ 12.1km の北側セグメントと、長さ 13km の南側セグ

メントを設定した。一方、破壊開始点付近の余震分布を発震機構解の２枚の節面に対応す

る鉛直断面に投影すると、低角の面（図７(c)）よりも高角の面（図７(d)）との対応がよ

いことから、破壊開始点のあるセグメントとして、長さ６km、幅 3.5km の鉛直なセグメン

トを、北側セグメントと南側セグメントをつなぐように設定した。 

主たる断層面のうち、南側セグメントは、既知の神城断層北部に対応し、地表変位が観

察されている（例えば、勝部・他，2017）。一方、北側セグメントでは、地表変位は観察さ

れておらず、対応する活断層も知られていない（例えば、勝部・他，2017）。そこで、余震

分布も参考に、断層上端の深さは、北側セグメントで２km、南側セグメントで０km とした。

断層下端の深さは、両セグメントとも 12km とした。また、傾斜角は、余震分布、InSAR デ

ータの解析結果（矢来・他，2015）、および、神城断層の地表トレースの位置を基に、深さ

２km より浅いところでは 45°、深いところでは 60°とした。 

最大主圧縮応力（σ1）の向きは、応力テンソルインバージョン結果（文部科学省研究開

発局・他，2010）より N60°W、大きさは、ボーリング孔での水圧破砕実験結果（Tanaka, 

1986）より 

σ1 = 53.0 z [MPa]（z [km]は深さ） 

とした。Takeda et al.（2004）に基づき、表２で示す水平２層構造を仮定し、最小主圧縮

応力（σ3）は鉛直でかぶり圧に等しく、静水圧条件が成り立つとすると、 

σ3 = σlitho – σfluid 

（σlitho は静岩圧応力、σfluid は間隙流体圧）なので、深さ２km 以浅では 

σ3 = 14.7 z [MPa] 

２km 以深では 

σ3 = 16.7 z – 3.0 [MPa] 

とした。また、中間主応力（σ2）は、応力比(σ2 – σ3) / (σ1 – σ3) = 0.42（文部科

学省研究開発局・他，2010）から、深さ２km 以浅では 

σ2 = 30.8 z [MPa] 

２km 以深では 

σ2 = 31.8 z – 1.8 [MPa] 

となった。 

断層面の境界条件には、Coulomb の破壊基準とすべり弱化の摩擦構成則（Andrews, 1976）

を仮定し、弾性体の運動方程式を数値的に解くことによって、断層面上の破壊伝播過程を

求めた。臨界すべり量（Dc）は、全セグメント共通で 0.10ｍとした。 
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数値計算には、斜め座標系の差分法（Kase, 2010）に、鉛直セグメントを計算するため

の直交座標系の差分法を入れ子構造にしたコードを用いた。空間グリッド間隔は、南北２

枚のセグメントの断層面内方向に 0.1km、鉛直セグメントの断層面内方向に 0.087km、断層

面外方向に 0.05km、時間刻みは、0.005 秒とした。 

上記の条件で、摩擦係数を変えて数値計算をおこない、実際の破壊過程と調和的になる

摩擦係数を探索した。本研究では、最終的に、南北２枚のセグメントの静摩擦係数は 0.488、

動摩擦係数は 0.470、鉛直セグメントの静摩擦係数は 0.0894、動摩擦係数は 0.0400 を用い

た。平均的な応力降下量は、南北２枚のセグメントで 2.6MPa、鉛直セグメントで 10.3MPa

となった。 

南北２セグメントが同じ応力条件にある場合の破壊過程を、図８に示す。鉛直セグメン

トで始まった破壊は、北側セグメントの鉛直セグメント下端部付近の破壊を励起し、北側

セグメント全体に破壊が広がっていった。一方、南側セグメントでは、鉛直セグメントの

破壊による応力変化では、破壊を励起するには不十分で、むしろ北側セグメントの破壊に

よる応力変化によって破壊が励起された。そのため、南側セグメントの破壊は、北側セグ

メントより２秒程度遅れて広がった。これは、強震波形インバージョンの結果（例えば、

引間・他，2015；堀川，2015）とも調和的である。 

このときのすべりのピークは、北側セグメントの深部と、南側セグメントの浅部に現れ

た。北側セグメントの最大すべりは 0.83ｍで、引間・他（2015）のインバージョン結果と

も調和的である。ただし、地震モーメントは 6.7×1018 Nm、地表での最大上下変位量は 1.25

ｍとなり、観測された地震モーメント 2.9×1018 Nm（防災科学技術研究所，2014）や観測

された地表上下変位量 1.04ｍ（廣内・他，2015）よりも大きかった。 

南側セグメント付近では、1986 年に M5.9、1998 年に M5.0 の地震が発生した。そのため

に、北側セグメントに比べて、南側セグメントの応力降下量が小さい可能性があると考え、

地表での最大上下変位量が観測値と調和的になるよう、南側セグメントの応力降下量を探

索した。その結果、南側セグメントの応力降下量を 75％としたとき（図９）、地表での最

大上下変位量が 1.04ｍとなり、観測値と一致した。しかし、このときの地震モーメントは

5.7×1018 Nm となり、観測値よりもまだ大きかった。本研究では、南側セグメント全面で

応力降下量を小さくしたが、過去の地震規模が小さいため、断層深部のみの応力降下量を

小さくするなどの検討が必要と考えられる。 

 

 

表２ 本研究で用いた速度構造モデル。 

上端の深さ [m] P 波速度 

[m/s] 

S 波速度 [m/s] 密度 [kg/m3] 

0 4100 2300 2500 

2000 5900 3400 2670 
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図７ 本研究で用いた断層モデル。(a)断層面展開図（上図）と鉛直断面図（下図）。

(b)断層モデルと余震分布の地表面投影図（左図）と各領域の断層面（黒実線）に直交

する鉛直断面への投影図（右図）。赤星は震源位置を示す。 
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図７ (c)余震分布の地表面投影図（左図）と破壊開始点付近の各領域の発震機構解の

低角な節面（黒実線）に直交する鉛直断面への投影図（右図）。 
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図７ (d)余震分布の地表面投影図（左図）と破壊開始点付近の各領域の発震機構解の

高角な節面（黒実線）に直交する鉛直断面への投影図（右図）。 
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図８ 南北２セグメントが同じ応力条件にある場合のすべり(a)、すべり速度(b)、初

期値で規格化した剪断応力(c)、および、初期値で規格化した法線応力(d)のスナップ

ショット。時刻 10 秒のすべり分布図には、各点のすべりベクトルの向きも示す。 
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図９ 南側セグメントの応力降下量を 75％とした場合のすべり(a)とすべり速度(b)の

スナップショット。時刻 10 秒のすべり分布図には、各点のすべりベクトルの向きも示

す。 
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2) 動力学的破壊シミュレーションのためのコードの開発と検証 

３．３で示されたような各点の走向、傾斜角が滑らかに変化する断層面上での動力学的

破壊過程を差分法で計算するため、一般座標系を直交座標系に mapping した差分法コード

の開発をおこなった。この手法は、２次元問題については井上（1996）、３次元問題で走向

が変化する鉛直断層について Kase and Day（2006）、傾斜角が変化する断層について Kase

（2010）、３次元一般断層について Zhang et al.（2014）が適用している。Zhang et al.

（2014）では、速度−応力で定式化しているが、本業務では、変位で定式化し、Kase and Day

（2006）、Kase（2010）と同様に、Ilan and Loewenthal（1976）の自由表面の定式化を断

層面の定式化に応用することで、計算の安定性を向上させている。 

３次元半無限均質弾性体中に断層面があるモデルを考える。自発的な破壊伝播過程を計

算するためには、断層面の境界条件と地表面の自由境界条件を与えて、弾性体の波動方程

式を解くことになる。断層面の境界条件としては、Coulomb の破壊条件とすべり弱化の摩

擦構成則（Ida, 1972; Andrews, 1976）を与える。破壊していない領域では、速度と traction

のすべての成分が、断層面を挟んで連続である。剪断応力が静摩擦応力（静摩擦係数と法

線応力の積）に達したところでは、すべりが始まり、traction のすべての成分と、速度の

法線方向成分が断層面を挟んで連続、かつ、すべりと剪断応力はすべり弱化の摩擦構成則

に従い、動摩擦応力（動摩擦係数と法線応力の積）まで低下する。 

非平面の断層面を扱うため、直交座標系 (𝑥, 𝑦, 𝑧)中に断層面形状に沿った一般座標系

(𝜉, 𝜂, 𝜁)を設定する（図 10）。すると、直交座標系(𝑥, 𝑦, 𝑧)は、一般座標系(𝜉, 𝜂, 𝜁)の関数として 

𝑥 = 𝑥(𝜉, 𝜂, 𝜁) 
𝑦 = 𝑦(𝜉, 𝜂, 𝜁) 
𝑧 = 𝑧(𝜉, 𝜂, 𝜁) 

と表現されるので、空間偏微分オペレータは、 

𝜕
𝜕𝑥 = 	

𝜕𝜉
𝜕𝑥

𝜕
𝜕𝜉 +	

𝜕𝜂
𝜕𝑥

𝜕
𝜕𝜂 +	

𝜕𝜁
𝜕𝑥

𝜕
𝜕𝜁 

𝜕
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𝜕𝜉
𝜕𝑦

𝜕
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𝜕𝜂
𝜕𝑦

𝜕
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𝜕𝜁
𝜕𝑦

𝜕
𝜕𝜁 

𝜕
𝜕𝑧 =	
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𝜕𝜂
𝜕𝑧

𝜕
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𝜕
𝜕𝜁 

と変換される。これらのオペレータを用いて、(𝜉, 𝜂, 𝜁)を直交座標系へ mapping し、波動方

程式や traction を書き下すことによって、直交座標系で解くことができるようになる。 

コードの検証のため、SCEC/USGS spontaneous rupture code verification project

（Harris et al., 2009, 2011, 2018）で検証済のコードによる計算結果と比較した。 

初めに、均質半無限弾性体にある鉛直横ずれ断層に、深さに依存する初期応力場がはた

らく場合の破壊過程（図 11a；Harris et al., 2009 の TPV8）について、比較をおこなっ

た。比較対象としては、Harris et al.（2009）の検証に参加した Kase and Kuge（2001）

のコードを用いた。本事業のコードでの計算結果（図 11b の赤点線）は、比較対象のコー

ドでの計算結果（図 11b の黒線）とよく一致している。 

次に、均質半無限弾性体にある傾斜角 60°の正断層に、深さに依存する初期応力場がは

たらく場合の破壊過程（図 12a；Harris et al., 2009 の TPV10）について、比較をおこな
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った。比較対象としては、Harris et al.（2009）の検証に参加した Kase（2010）のコー

ドを用いた。本事業のコードでの計算結果（図 12b の赤点線）は、比較対象のコードでの

計算結果（図 12b の黒線）とよく一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 座標系の mapping のイメージ図。Zhang et al.（2014）に加筆。 
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図 11 (a) 均質半無限弾性体にある鉛直横ずれ断層に、深さに依存する初期応力場が

はたらくモデル（Harris et al., 2009）。(b)破壊時刻（上）と最終すべり量（下）の

比較。黒線は Kase and Kuge（2001）のコードでの計算結果、赤点線は本事業のコード

での計算結果。 
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図 12 (a) 均質半無限弾性体にある傾斜角 60°の正断層に、深さに依存する初期応力

場がはたらくモデル（Harris et al., 2009）。(b)破壊時刻（上）と最終すべり量

（下）の比較。黒線は Kase（2010）のコードでの計算結果、赤点線は本事業のコード

での計算結果。 
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3) 糸魚川－静岡構造線断層帯中北部区間および中南部区間の連動性 

連動可能性を検討する対象として、糸魚川−静岡構造線断層帯中北部区間と中南部区間

をモデル化する。 

断層モデル（図 13）は、３．１で推定された断層形状を基に、中北部区間は走向 N20°

W で長さ 34km、中南部区間には屈曲があり、北側は走向 N20°W で長さ５km、南側は走向

N39°W で長さ 21km とし、中北部区間と中南部区間の境界は、走向方向に 2.6km、法線方向

に 5.2km のジョグを形成しているとする。中北部、中南部共に、幅は 15km で、傾斜角は鉛

直とする。 

最大主圧縮応力（σ1）の向きは、３．３、および、応力テンソルインバージョン結果（文

部科学省研究開発局・他，2010）より N60°W、大きさは、３．３より 

σ1 = 30.0 z [MPa]（z [km]は深さ） 

とした。文部科学省研究開発局・他（2010）より、この地域では横ずれ応力場となってい

ることから、中間主応力（σ2）は鉛直でかぶり圧に等しいとし、Takeda et al.（2004）

に基づき、表３で示す半無限均質構造を仮定すると、 

σ2 = 26.95 z [MPa] 

となった。また、最小主圧縮応力（σ3）は、応力比(σ2 – σ3) / (σ1 – σ3)が走向 N20°

W の領域では 0.39、走向 N39°W の領域では 0.55 であること（文部科学省研究開発局・他，

2010）から、走向 N20°W の領域では 

σ3 = 25.0 z [MPa] 

走向 N39°W の領域では 

σ3 = 23.22 z [MPa] 

となった。 

破壊開始領域を仮定し，破壊の始まる領域の応力降下量を 

Δτ = a z [MPa] 

として、１回の活動によるすべり量を概ね再現できるような比例係数 a を試行錯誤的に求

める。 

１回の活動によるすべり量について、地震調査研究推進本部（2015）では、中北部区間

で６〜９ｍ程度の左横ずれ、中南部区間で６ｍ程度以上の左横ずれとしている。中北部区

間では、松本盆地東縁断層の豊科高家地点で最新の活動に伴って 7.1±3.6ｍの左横ずれ

（近藤・他，2019）、島内地点で最新の活動に伴って 6.2〜6.9ｍの左横ずれ（近藤・他，

2006）、牛伏寺断層の並柳地点で最新の活動に伴って 7.5±1.5ｍの左横ずれ（奥村・他，

1994）が認められている。また、中南部区間では、釜無山断層群の金沢下地点で最新の活

動に伴って 2.8〜5.2ｍの左横ずれ（三浦・他，2001）が認められている。これらの値を満

たすようなパラメータを探索することになる。 

破壊の始まる領域の応力降下量の比例係数 a を仮定し、静水圧条件が成り立つとすると、

動摩擦係数（μd）を決めることができる。更に、破壊の始まる区間での強度と応力降下量

の比（Ｓ値；Andrews, 1976；Das and Aki, 1977）を 1.6 と仮定すると、静摩擦係数（μ

s）が決まる。このときの摩擦係数は、破壊の始まる領域の走向によって異なるが、動摩擦

係数で概ね 0.06〜0.17 程度である。 

破壊の始まる領域の走向、および、応力降下量の比例係数 a を変えて摩擦係数を求め、
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それぞれの領域にはたらく剪断応力、動摩擦応力、静摩擦応力を、それぞれの走向につい

て求めたものを図 14 に示す。走向 N20°W の領域から破壊が始まる場合の走向 N39°W の

領域のＳ値は 1.6 より小さく（図 14a）、走向 N39°W の領域から破壊が始まる場合の走向

N20°W の領域のＳ値は 1.6 より大きい（図 14b）。したがって，いずれの領域から破壊が始

まるとしても、走向 N20°W の領域よりも走向 N39°W の領域のほうが相対的に破壊しやす

い応力場にあることがわかる。 

断層面の境界条件には、Coulomb の破壊基準とすべり弱化の摩擦構成則（Ida, 1972；

Andrews, 1976）を仮定し、弾性体の運動方程式を数値的に解くことによって、断層面上の

破壊伝播過程を求めた。臨界すべり量（Dc）は、全セグメント共通で 0.50ｍとした。 

数値計算には、差分法（Kase and Kuge, 2001）を用いた。空間グリッド間隔は、断層面

内方向に 200ｍ、断層面外方向に 200ｍ、時間刻みは、0.02 秒とした。 

上記の条件で、破壊開始領域および応力降下量の比例係数 a を変えて数値計算をおこ

ない、実際の１回の活動によるすべり量と調和的になる a を探索した。 

中北部区間北端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.7z [MPa]以上で、中北部区間全

体に破壊が広がるようになる（図 15a）。このとき、地表のすべり量は最大でも３ｍ以下で、

中北部区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。応力降下量

が 1.1z [MPa]になると、中北部区間と中南部区間が連動するようになり、中南部区間の金

沢下地点での１回の活動によるすべり量を満たす（図 15b）。応力降下量が 1.4z [MPa]にな

ると、中北部区間の豊科高家地点でも１回の活動によるすべり量を満たすようになり（図

15c）、応力降下量が 1.8z [MPa]になると、更に、中北部区間の並柳地点でも１回の活動に

よるすべり量を満たすようになる（図 15d）。しかし、応力降下量が 2.0z [MPa]になると、

中北部区間の破壊がＳ波速度以上で伝播するようになり、中南部区間が連動しなくなる（図

15e）。したがって、４地点すべてで１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。

しかし，このとき、中北部区間の島内地点の１回の活動によるすべり量を満たしており、

破壊する中北部区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たすことは可能である。

ただし，この場合の平均の応力降下量は 15.0 [MPa]、M0 1.2×1020 [Nm]、Mw7.3 となり、

長さ 34km の断層面積に比して地震モーメントが大きすぎることに注意が必要である。 

中北部区間南端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.7z [MPa]以上で、中北部区間全

体に破壊が広がるようになる（図 16a）。中北部北端から破壊が始まる場合と同様、中北部

区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。応力降下量が 1.3z 

[MPa]になると、中北部区間と中南部区間が連動するようになり、中北部区間の豊科高家地

点と中南部区間の金沢下地点での１回の活動によるすべり量を満たす（図 16b）。応力降下

量が 1.7z [MPa]以上になると、中北部区間の破壊がＳ波速度以上で伝播するようになり、

中南部区間が連動しなくなる（図 16c）。応力降下量が 1.8z [MPa]になると、中北部区間の

並柳地点でも１回の活動によるすべり量を満たすようになる（図 16d）。更に、応力降下量

が 2.0z [MPa]になると、中北部区間の島内地点の１回の活動によるすべり量を満たすよう

になり（図 16e）、破壊する中北部区間の３地点での１回の活動によるすべり量を満たす。 

中北部区間南端から破壊が始まる場合の方が、北端から破壊が始まる場合よりも連動し

にくいのは、破壊がある程度以上の距離を伝播してくることによって、別の断層に乗り移

りやすくなるディレクティビティ効果が現れていると解釈できる。 
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中南部区間北端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.4z [MPa]以上で、中南部区間全

体に破壊が広がるようになる（図 17a）。このとき、中南部区間の破壊は、Ｓ波速度以上で

伝播する。これは、中南部区間の北側は走向 N20°W で、南側は走向 N39°W であり、南側

は相対的に破壊しやすいためである。地表のすべり量は最大でも 2.5ｍ以下で、中南部区

間の１地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない。応力降下量が 1.0z 

[MPa]になると、中南部区間の金沢下地点での１回の活動によるすべり量を満たす（図 17b）。

応力降下量が 2.0z [MPa]までの範囲では、中北部区間が連動することはない（図 17c）。 

中南部区間北端から破壊が始まる場合は、中南部区間の形状から、中南部区間南側の応

力降下量が相対的に大きく、すべり量が大きくなりやすいため、中北部区間に与える応力

変化も大きくなるものの、中北部区間は相対的に破壊しにくい応力状態にあるため、連動

できないと考えられる。 

中南部区間南端から破壊が始まる場合、応力降下量が 0.7z [MPa]以上で、中南部区間の

走向 N39°W の領域全体に破壊が広がるようになる（図 18a）。中南部区間北端から破壊が

始まる場合と同様、中南部区間の１地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはで

きない。応力降下量が1.1z [MPa]になると、中南部区間全体に破壊が広がるようになるが、

中南部区間の１地点での１回の活動によるすべり量を満たすことはできない（図 18b）。応

力降下量が 1.4z [MPa]になると、中南部区間の金沢下地点での１回の活動によるすべり量

を満たすようになる（図 18c）。応力降下量が 1.6z [MPa]以上になると、中南部区間の破壊

がＳ波速度以上で伝播するようになる（図 18d）。応力降下量が 2.0z [MPa]までの範囲で

は、中北部区間が連動することはない（図 18e）。 

中南部区間南端から破壊が始まる場合、中北部区間北端から破壊が始まる場合と同様にデ

ィレクティビティ効果が期待できるにもかかわらず、中北部区間は連動しない。中南部区

間南端から始まった破壊は、中南部区間北側の走向 N20°W の領域に到達すると応力降下

量が小さくなり、すべり量が小さめになる。更に、中北区間部の走向は N20°W であるた

め、中南部区間よりも破壊しにくい応力状態にあるため、連動できないと考えられる。 
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表３ 本研究で用いた速度構造モデル。 

上端の深さ [m] P 波速度 

[m/s] 

S 波速度 [m/s] 密度 [kg/m3] 

0 5900 3400 2670 

 

 

図 13 本研究で用いた断層モデル。基図は、電子国土 web で作成。 

 

 

図 14 初期剪断応力（実線）、初期静摩擦応力（破線）、初期動摩擦応力（点線）の動

摩擦係数（μd）の値に対する変化。応力降下量の比例係数 a の値が 0.5〜2.0 の範囲で

の結果を示す。黒細線は走向 N20°W の領域、赤太線は走向 N39°W の領域にはたらく応

力。(a) 走向 N20°W の領域から破壊が始まる場合。(b) 走向 N39°W の領域から破壊が

始まる場合。 
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(a)  (b)  

(c)  (d)  

(e)  

図 15 中北部北端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。それぞれ、下段が断層面上

の破壊時刻、中段が断層面上のすべり量、上段の赤線が地表でのすべりの分布，緑線

が実際の１回の活動によるすべり量の範囲を示す。(a)応力降下量の比例係数が 0.7 の

場合。(b)応力降下量の比例係数が 1.1 の場合。(c)応力降下量の比例係数が 1.4 の場

合。(d)応力降下量の比例係数が 1.8 の場合。(e)応力降下量の比例係数が 2.0 の場

合。 
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(a)  (b)  

(c)  (d)  

(e)  

図 16 中北部南端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。図の詳細は、図 15 と同じ。

(a)応力降下量の比例係数が 0.7 の場合。(b)応力降下量の比例係数が 1.3 の場合。(c)

応力降下量の比例係数が 1.7 の場合。(d)応力降下量の比例係数が 1.8 の場合。(e)応

力降下量の比例係数が 2.0 の場合。 
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(a)  (b)  

(c)  

図 17 中南部北端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。図の詳細は、図 15 と同じ。

(a)応力降下量の比例係数が 0.4 の場合。(b) 応力降下量の比例係数が 1.0 の場合。

(c) 応力降下量の比例係数が 2.0 の場合。 
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(a)  (b)  

(c)  (d)  

(e)  

図 18 中南部南端から破壊が始まる場合の破壊過程の例。図の詳細は、図 15 と同じ。

(a)応力降下量の比例係数が 0.7 の場合。(b) 応力降下量の比例係数が 1.1 の場合。

(c) 応力降下量の比例係数が 1.4 の場合。(d)応力降下量の比例係数が 1.6 の場合。

(e)応力降下量の比例係数が 2.0 の場合。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

初めに、2014年長野県北部の地震の動力学的震源モデルを構築し、周辺断層との相互作用

を検討した。南北２枚のセグメントと破壊開始点となる鉛直なセグメントの３面からなる単

純な断層モデルで、強震波形インバージョン結果と概ね調和する破壊の伝播過程と最大すべ

りを再現できた。また、過去の活動履歴を考慮して南側セグメントの応力降下量を小さくす

ることで、観察された地表での最大上下変位量を説明することもでき、各断層面の活動履歴

を考慮する必要性を示した。ただし、全体の地震モーメントはやや大きめに計算されるため、

南側セグメントの応力降下量の与え方に、更なる工夫が必要である。 

続いて、糸魚川－静岡構造線断層帯北部〜中南部区間を対象としたシミュレーションをお

こなうため、各断層面の走向と傾斜角を反映できるよう、一般座標系を直交座標系にmappin

gする手法を用いて、シミュレーションに用いるコードを改良した。コードの検証として、均

質半無限弾性体にある鉛直横ずれ断層、および、傾斜角60°の正断層に、深さに依存する初

期応力場がはたらく場合の破壊過程について、検証済のコードによる計算結果と比較し、本

事業で開発したコードでの計算結果がよく一致していることを確認した。 

最後に、糸魚川－静岡構造線断層帯北部〜中南部区間のうち、中北部区間と中南部区間を

対象として、震源モデルを構築し、連動可能性を検討した。中北部区間北端、もしくは、南

端から破壊が始まる場合には、中北部区間と中南部区間が連動する可能性がある。しかし、

連動する場合でも、１回の活動によるすべり量を観測量のある４地点すべてで満たすために

は、相当大きな応力降下量を設定する必要があり、断層面積に比して、地震モーメントが大

きくなりすぎる。そのため、得られている観測量は、より広い範囲での、すなわち、北部区

間や南部区間も含めた連動によるすべり量であることを検討する必要がある可能性がある。

そのためには、一般座標系コードの検証およびシミュレーションが更に必要である。 

 

謝辞：図はGeneric Mapping Tool version 5.4.4（Wessel et al.，2013）で作成しまし

た。 
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